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はじめに　
　内閣官房参与を辞し、一市民として何らかの情報発信ができたら、という思いを持ち続けてきた。ここに「チャランケ通信」と題して新たな発信を再開したい。皆様方の様々なご意見、ご批判を待ちたい。ちなみに「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「不犬社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの。違反が確定すれば、償いなどを行って、秩序・状態の回復を図った」（三省堂『大辞林』より）
前内閣官房参与　峰崎直樹
「格差・貧困問題シンポジウム」に出席
　先週13日から15日にかけて、1か月ぶりに上京し、いろいろな方たちと懇談をしたり、経団連会館で開催された21世紀政策研究所主催の「格差・貧困問題を中心にしたシンポジウム」に出席して基調講演とパネリストとして発言する機会を与えていただいた。与党から離れ、すでに一介の素浪人となった者に発言する機会を与えていただいたことに対して、感謝以外の何物でもない。当日は企業関係者の方たちが多く出席されていたため、やや場違いな問題提起になってしまったかもしれないが、ちょうどアベノミクスの下で労働者に対する賃上げの必要性について論議されていることもあり、貧困や格差をどのように解決していけるのか、デフレからの脱却や経済成長を進める必要性があるがゆえに、税や社会保障を通じた再分配による雇用創出・内需拡大の重要性について強調させていただいた。
　　　　　　日本人全体が貧困化している事実に驚き
　パネルディスカッションの司会をしていただいた慶応義塾大学の鶴光太郎教授から、税制とりわけ給付つき税額控除活用の重要性が提起され、そのあたりについての討議状況について、民主党政権時代の説明が求められ、専門家の方たちにとって、給付つき税額控除に対する関心の高さを知ることができた。どうやって貧困層を救済することができるのか、生活保護費の削減が打ち出されているだけに、切実な問題と言えよう。とくに、当日出席された一橋大学の小塩隆士教授の作成された日本人の所得階層分布図（1997年から2006年にかけて、所得再分配後の変化を図示されていた調査結果）に注目させられた。その図をみると、この10年間で、日本人全体の所得水準が悪化しており、国民全体が「貧困化」していると主張されていた。そうした中で、低所得層の方たちが増えてきているわけで、国民が将来への希望を持って生活できている実感に乏しいことは想像に難くない。賃金＝所得の低下が、デフレが進展している原因でもあり、結果にもなるという悪循環が進んでいることは間違いない。
　　　雇用創出の重要性、政府部門が出ていくしかない現実
　そうした中で、どうしたらよいのか、やはり教育・職業訓練の充実によるスキルアップが指摘されていたことは頷けるのだが、雇用創出がどうしたらできるのか、民間の企業部門が内部留保を膨大に蓄積していながら、新しい設備投資に打って出ない中で、政府部門が、いま確実にある需要としての医療・介護・子育てといった社会保障や教育など国民が必要としている分野での雇用創出を図りながら、失業率を改善させていく必要があると主張してきた。また、自民党安倍政権が真っ先に進めようとしている生活保護水準の切り下げに対して、「経済的弱者」であるこの方たちに対する厳しい対応は、参議院選挙にむけて圧力団体を作って反対運動が展開できない「政治的弱者」でもあることから狙い撃ちをしており、やがては最低賃金の引き上げへのブレーキとなって労働者全体の水準引き下げに跳ね返ることは間違いない。アベノミクスが今進めている労働者に対する賃上げ要請とは全く逆行していることに、何とも言えない違和感を感ずるとともに、今後予想される社会保障に対する攻撃の前兆としてとらえておく必要がありそうだ。
　　　　財源をどのように調達するのか、増税の壁＝信頼の欠如
　問題は財源であり、どうしたら政府が雇用を創出できるのだろうか。社会保障財源が100兆円を突破し、高齢化が進む中で毎年1兆円強の自然増が確実に押し寄せている。そうした中で5％から10％へ消費税を引き上げるだけでも大変な努力が必要になっているわけで、国民がお互いに信頼しあえなくなっていることや、政府や政治に対する信頼度も低下しており、中間層の税に対する痛税関も高まっている。これらの国民の意識状況については、井手英策慶応大学教授の『日本の財政　転換の指針』（岩波新書2013年1月刊）に詳しい。戦後の日本社会がどのように変容し、それに政治がどう対処してきたのか、なかなかの好著である。一読を進めたい。
本来、社会保障のユニバーサルなサービスによって国民が安心して暮らせる基盤を作れていれば、自分たちの負担についてもそれほどの批判となりにくいのだが、日本がバブル崩壊以降の1990年代には、公共事業と減税という日本的な伝統的ともいえる財政政策によって切り抜けようとしてきた。ところが、すでにそのような政策では切り抜けられない時代の転換（産業構造の転換や女性の高学歴化など）が進んでいたわけで、残されたのは巨大な財政赤字の累積であり、毎年の税収不足の拡大で、その中で社会保障財源の自然増も加わり、日本財政の出口が見えなくなってきているのだ。財政赤字の壁は確実に我々に迫ってきており、それへの対策も含めて待ったなしなのだ。
「どうしたら所得再分配の強化に国民の理解が得られるのか」
湯浅誠さんからの問題提起
　丁度、シンポジウムの直前にお会いしたのが反貧困ネットワークで大活躍されている湯浅誠さんであった。湯浅さんから、昨年末に一度お会いしたいというお声をかけていただいていたこともあり、シンポジウムの前にお会いしたいと思ってようやく実現できた。その湯浅さんから出た問題提起が、どうしたら再分配政策（国民に税や社会保険料の負担増を求める）が実現できるだろうか、という相談でもあった。
　すでに、湯浅さんは多くの方たちに問題提起をされており、若手の経営者にも問題提起をしたところ、税・社会保障による再分配ではなく、寄付による「新しい公共」を充実させていくべきでは、という答えが返ってきたという。確かに、「寄付」文化を充実させていく必要性は高いと思うし、日本ではその水準が少なすぎることは確かである。鳩山元総理が情熱を傾けて努力され、画期的な寄付税制改革が実現できたことは間違いない。ただ、いま日本で必要とされている財源の規模は寄付文化向上で賄えるレベルを超えており、毎年数10兆円にもおよぶ金額なのだ。寄付文化は補完的な役割を演じることはできても、本チャンではないよね、とお互いに確認ができたのだが、はてさて、どのようにすればこれから再分配政策に国民の関心を呼び寄せられるのか、再分配政策をメインの政治課題として取り上げていこうとする政治勢力ができるのか、今後ともお互いに情報交換をしながら考えていきましょう、ということで別れた次第である。
国民が信頼しあえ、連帯できる社会をめざして
大いなる「チャランケ」を展開しよう
「再分配政策」の必要性を、どう国民の皆さんが真剣に感じていただけるようになるのか、重い重い課題を背負って今後とも考え続け、発信し続けていきたい。どうぞ皆さんからも、どうしたらよいのか、大いなるアイディアを持ち寄っていただければ幸いです。よろしくお願いしたい。
全道庁網走総支部春闘学習会、2日間にわたる講義が実現
東京から帰って16～17日両日、全道庁網走総支部主催の春闘学習会に出向いた。「アベノミクスの行方」と題して、初日約2時間近く政権交代を中心に主として政治の話をしたのだが、肝腎のアベノミクスの経済的側面についてはほとんど触れられずに終わってしまった。ところが、翌日講演を予定していた北海学園大学の先生が、札幌市内の雪害のため飛行機に乗れず、ぽっかりと時間が空いてしまったのだ、主催者が、申し訳なさそうに、代役として昨日の残っていたアベノミクスの経済問題を中心に話をしてもらえないか、という申し出となった次第である。自分の方も、せっかく準備していたわけで、できれば他日、時間を見つけて、昨日の引き続きをやりたいと思っていたわけで、1時間半にわたって最後まで話をすることができた次第である。
こうした1泊2日にわたる春闘学習会は、全道庁網走ぐらいしか今はやっていないという。当日も、かつての活動家の方たちが数名集まっていただいたのだが、このような学習活動の停滞も労働組合の力の後退のなせる技なのかもしれない。かつて、網走総支部出身の山田輝明さんという素晴らしい活動家がいて、網走総支部を率いていた時代からのお付き合いなのだが、山田さんが生きておられたら今の現状をどう見ただろうか、聞いてみたいものだ。
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